
 

『不確実性高まる世界経済の現況 令和４年度通商白書－経産省』 
 

 経済産業省は、令和４年版通商白書を取りまとめ発表した。 

 指摘されたポイントとしては、ロシアによるウクライナ侵略が、食料・エネルギー等の供給制約・価格高

騰、貿易・金融など、世界経済に与える影響が大きく不確実性が高まる環境を指摘。その中で（１）デジタ

ル変革（２）地政学リスクの増大（３）共通価値の重要性の高まり（４）政府の産業政策シフト、という四つの

トレンドへの対応の必要性を示した。特に、地政学リスクや共通価値に関しては、各国政府の国際ルー

ル形成や政策ポジションの違いによってルールのブロック化が発生しており、それを受けた市場のブ

ロック化も進行し、米国、欧州など主要国・地域の特定セクターにおいて大規模な市場が形成されてお

り、立地国の政策ポジションによって企業の市場獲得の機会に違い

が発生する可能性を指摘している。 

 今後の方向性として、経済安全保障の確保や、複雑化するサプラ

イチェーンにおけるデータ連携を通じた可視化・把握、アジアとの積

極的なＤＸ連携・価値共創、無形資産投資の増強（人的資本及び

組織改革投資の割合が低位という現状から、今後の戦略的投資が

課題）などを通じた、経済成長機会の獲得が重要と提言している。 

 

『外食産業向け業態転換等補助金 普及推奨モデル喚起へ』 
 

 農林水産省は、新型コロナウイルス等の影響により経営環境が悪化した外食産業が、今後の事業継

続および需要喚起を行うための業態転換等の取組みを支援する。新メニュー開発、感染防止策の強化

を前提とした提供方法の見直し、テイクアウト・デリバリー等の取組で、外食産業への普及推奨モデルに

なると判断される取組については、優先的に採択・公表を行う予定。例えば、○お一人様向け業態に変

える○テイクアウト・デリバリー用のメニューを開発する○通販向け商品を開発する○テイクアウトに商

品の提供方法を変えるため、受渡窓口を設置する○自動販売機（冷蔵/

冷凍）を導入し、営業時間外にも商品を販売する○人気商品をＥＣサイト

で全国に販売する、など。補助対象経費は、建物費、機械装置・システム

構築費、技術導入費、専門家派遣費、運搬費、外注費、広告宣伝費、研

修費等。補助率は１／２以内、補助金額は上限１，０００万円以下～下限１

００万円以上、総事業費２００万円以上のものが対象。発注、購入済の費

用、２０２０年以降の開業・開店の飲食店、総事業費が２００万円未満の計

画は対象とならない。公募受付期間は６月１５日（水）～８月１日（月）。現

在随時Ｑ＆Ａセミナー（参加無料・ｗｅｂ開催）を開催しＱ＆Ａに反映して

いる。 

 
                           出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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